




















－ ＝ － ＝

限度額は平成27年度の金額を掲載しています。

160,000円

　※扶養親族数には平成１2年1月２日以後生まれの年少扶養親族も含みます。
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※　課税標準額・・・前年の所得金額　―　33万円

所 得 割 額

　①生活保護法の規定により生活扶助を受けている人（１月１日現在）

後期高齢者支援金分
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介護納付金分

1世帯につき　　　6,300円

課税標準額×2.6％ 課税標準額×2.4％

税　率

　①前年中の総所得金額等が３５万円以下の人

　　扶養親族がいる場合には、所得が次の算式で求めた金額以下の人　（扶養親族数＋1）×28万円＋16万8千円

◇市県民税の非課税要件等
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　①前年中の合計所得金額が２８万円以下の人

＝

被保険者均等割額

×

被保険者1人につき　10,500円

　②障がい者、未成年、寡婦（夫）で合計所得金額が１２５万円以下の人
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市民税　
税   率

1世帯につき　　　8,000円1世帯につき　　　36,000円

　　扶養親族がいる場合には、所得が次の算式で求めた金額以下の人　（扶養親族数＋1）×35万円＋32万円

市　民　税

・均等割、所得割両方とも非課税になる人
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１.印鑑 

２.平成２７年中の収入が明らかとなる資料 

 ①給与所得者は給与の源泉徴収票 

 ②公的年金等所得者は公的年金等の源泉徴収票 

 ③事業所得（営業等、不動産）者は収入、経費を記入した帳簿書類等 

④農業所得者は農協との取引明細書（アグネス）・営農通帳・収入、経費がわかる書類等 

３.控除に必要な資料 

 ①社会保険料、生命保険料、旧長期損害保険料・地震保険料の支払証明書 

②医療費控除、雑損控除、寄附金控除ための領収書等 

４.その他 

 ①還付申告の場合は、申告者名義の金融機関通帳 

 ②確定申告書（税務署から確定申告書が送られてきた方） 

※事業所得者の領収書や医療費控除の領収書等が整理されていない場合は、相談に応じられないこと 

がありますので、必ず整理して各会場へお越しください。 
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収入から必要経費を差し引いた分 

所得 ＝ 収入 － 必要経費 

控除 所得から差し引かれる金額（所得控除） 

総所得金額等 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の①+②+（退職所得金額）+（山林所得金額） 

①事業所得、不動産所得、利子所得、給与所得、総合課税の配当所得、 

短期譲渡所得、雑所得の合計額（損益通算後の金額） 

②総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益通算後の金額）の 2 分の１ 

※損益通算できる繰越控除 

純損失や雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除 

特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除、上場株式にかかる譲渡損失の繰越控除 

特定中小会社が発行した株式にかかる譲渡損失の繰越控除 

先物取引の差金等決済にかかる損失の繰越控除 

 

申告に必要なもの 

用語の解説 
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